
令和６年度補正（12月・2月）予算分

木材増産推進課

造林事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

優良種苗確保事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

木材安定供給推進事業費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

木材産業振興課

特用林産振興対策事業費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

治山林道課

林道開設事業費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

林道改良事業費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

山地治山事業費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

※補正額は国の経済対策に応じて増額したもののみ。
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木材増産推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

12月･２月

補正予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

造林事業費 803,835 597,043 (債) 20,000 186,792

１ 目的

国の補正予算を活用し、森林の適正な整備を行うために林業事業体が行う再造林や間伐等の森林整備事業

を推進する。

２ 内容

（１）森林環境保全整備事業

①森林環境保全直接支援事業

補助先：市町村、森林組合、生産森林組合、森林整備法人、森林経営計画認定者等

補助率：別の基準で査定した額の4/10

②特定機能回復事業

ア 森林緊急造成

気象条件が厳しい、鳥獣害圧が高いなどの自然条件等の理由で更新が困難な森林等において森林

の公益的機能を発揮させる観点から、人工造林等を支援

採択要件：１施行地面積0.10ha以上

補 助 先：市町村、森林組合、森林整備法人、ＮＰＯ法人等

補 助 率：別の基準で査定した額の4/10～5/10

イ 林相転換特別対策（特定スギ人工林）

スギ人工林における、伐採から造林までの一貫作業等に対して支援し、針広混交林化や花粉発生

源の確実な植替えを促進

採択要件：１施行地面積0.10ha以上

補 助 先：市町村、森林組合、森林整備法人、ＮＰＯ法人等

補 助 率：別の基準で査定した額の4/10

事 業 名

令和６年度

２月補正

予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

優良種苗確保事業

費
13,000 10,878 (財) 2,122

１ 目的

国の補正予算を活用し、花粉の少ない苗木の生産拡大に向けた採種園・採穂園の整備及び苗木生産・流通

の活性化を図りつつ、林業用種苗の安定的な確保を図る。

２ 内容

（１）採種園整備工事請負費（ 7,000千円 (国)4,878千円 (財)2,122千円 ）

（２）コンテナ苗生産基盤施設等整備事業費補助金（ 4,500千円 (国)4,500千円 ）

①採種園等の整備

補助先：知事が実施主体として認める者

補助率：定額

（３）事務費 ( 1,500千円 (国)1,500千円 ）
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事 業 名

令和６年度

２月補正

予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

木材安定供給

推進事業費
164,288 131,493 32,795

Ⅰ 木材安定供給推進事業費 ( 150,138千円 (国)119,700千円 (一)30,438千円 ）

１ 目的

国の補正予算を活用し、持続的な林業経営を確立するための搬出間伐等を推進する。

２ 内容

（１）木材安定供給推進事業費補助金 ( 146,813千円 (国)118,275千円 (一)28,538千円 ）

間伐材搬出支援 林内路網整備

補助先：森林組合、民間事業体等 補助先：森林組合、民間事業体等

補助率：搬出材積に応じて定額 補助率：定額

（２）事務費 ( 3,325千円 (国)1,425千円 (一)1,900千円 ）

Ⅱ 高性能林業機械等整備事業費（ 14,150千円 (国)11,793千円 (一)2,357千円 ）

１ 目的

国の補正予算を活用し、計画的・効率的な搬出間伐や皆伐による原木供給及びスマート林業を推進する

ために必要な高性能林業機械の導入を支援する。

２ 内容

（１）高性能林業機械等整備事業費補助金

①高性能林業機械の導入（ 14,150千円 (国)11,793千円 (一)2,357千円 ）

補助先：市町村等

補助率：1/2以内
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木材産業振興課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

２月補正

予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

特用林産振興対策

事業費
20,868 20,868

Ⅰ 特用林産振興施設等整備事業費（ 6,385千円 (国) 6,385千円 ）

１ 目的

国交付金の活用により、特用林産物の生産基盤の強化や作業の効率化等特用林産物の活用体制の整備

を行う。

２ 内容

（１）特用林産振興施設等整備事業費補助金

特用林産物の活用体制の整備を目的として、特用林産振興施設等の整備を実施する。

補 助 先：市町村等

補 助 対 象：特用林産振興施設等整備

補 助 率：1/2以内

Ⅱ きのこ生産資材導入支援事業費（ 14,483千円 (国) 14,483千円 ）

１ 目的

生産資材の価格が高騰する中、コスト低減等に取り組むきのこ生産者に対し、生産資材価格上昇分の

一部を支援し、経営への影響を緩和するとともに、体質強化を図る。

２ 内容

（１）きのこ生産資材高騰緊急対策事業費補助金

きのこ生産者の生産資材価格上昇分について、次期生産量に基づき定額で補助する。

補 助 先：自らきのこ生産を行い、その販売収入が事業収入の過半を占める市町村、森林組合、

森林組合連合会、生産森林組合、農業協同組合、農業協同組合連合会、農事組合法

人及び民間事業者または上記取組実施者を取りまとめる者

補 助 対 象：原木、種駒、菌床、種菌、培地基材、栄養体、栽培袋、その他きのこ生産に不可欠

な資材

補 助 金 額：品目毎に県が定めた定額支援単価に事業実施主体の次期生産量を乗じて算出した額

定額支援単価：1/2または7/10以内
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

12月補正

予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林道開設事業費 271,582 127,500
(負) 27,492

(債) 116,400
190

１ 目的

国の補正予算を活用した民有林林道を整備し、森林整備基盤の充実と山村農林業の振興を図る。

２ 内容

県営林道開設事業費

271,582千円（ (国)127,500千円 (負)27,492千円 (債)116,400千円 (一)190千円 )

採択要件：利用区域内の森林面積 森林基幹道１ 2,000ha以上

森林基幹道２ 1,000ha以上

森林管理道 500ha以上

開設効果指数 森林基幹道 1.2以上

森林管理道 0.9以上

費用対効果指数 1.0以上

負 担 率：森林基幹道１ (国)50％ (市町村)５％ (県)45％

森林基幹道２ (国)50％ (市町村)10％ (県)40％

森林管理道 (国)50％ (市町村)24％ (県)26％

実施主体：高知県

実施箇所：４路線（河口落合線 外）
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

12月補正

予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林道改良事業費 45,000 37,500 7,500

１ 目的

国の補正予算を活用し、既設林道の法面の改良等により、森林施業や木材運搬等で利用される林道の質的

向上を図る。また、建設後に期間が経過して機能が低下した橋梁等の重要施設について、補修及びＰＣＢ廃

棄物処理対策を実施し、車両の通行の安全を確保する。

２ 内容

補助営林道改良事業費

45,000千円（ (国)37,500千円 (一)7,500千円 )

（１）林道改良事業

採択要件：

幹 線 利用区域内の森林面積500ha以上（過疎・振興山村は200ha以上）、改良効果指数1.2以上

その他 利用区域内の森林面積50ha以上（過疎・振興山村は30ha以上）、改良効果指数0.9以上

※山村強靱化林道整備の採択要件は、上記のその他の要件に加えて下記による。

幹線 直接又は支線若しくは分線を経由して、公道等に二箇所以上接続する林道

その他 起点が直接公道等に接続する林道（沿線に家屋等があり、有事に避難路となる場合等）

補 助 率：

幹 線 (国)50％ (県)10％

その他 (国)30％ (県)20％

実施主体：市町村

実施箇所：２路線（下土居桧谷線 外）

（２）橋梁等点検診断・保全整備事業

採択要件：補修を実施する施設は、個別施設計画の健全度がⅢ又はⅣに位置づけられた重要施設

ＰＣＢ廃棄物処理対策は、ＰＣＢが検出された林道橋

補 助 率：(国)50％ (県)10％

実施主体：市町村

実施箇所：１路線（横谷線）
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

12月補正

予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

山地治山事業費 734,999 343,000 (債)391,900 99

１ 目的

国の補正予算を活用し、山腹の崩壊によって荒廃した山地災害の復旧整備を実施する。

２ 内容

（１）復旧治山事業 ( 予算額387,857千円 (国)181,000千円 (債)206,800千円 (一)57千円 )

山崩れ等の山地災害から森林の機能を回復させるため、治山整備を行う。

補 助 率：（国）50％ （県）50％

実施主体：高知県

実施箇所：４箇所（安芸市別役ほか）

（２）緊急予防治山事業 ( 予算額347,142千円 (国)162,000千円 (債)185,100千円 (一)42千円 )

山地災害の危険性と緊急性の高い荒廃危険山地の崩壊等を予防する。

補 助 率：（国）50％ （県）50％

事業主体：高知県

実施箇所：９箇所（安芸市奈路ほか）
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